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本資料は情報提供を目的としたものであり、特定の商品に

ついての投資の勧誘や売買の推奨を目的としたものではあり

ません。日本ビルファンド投資法人の投資口又は日本ビル

ファンド投資法人債のご購入にあたっては各証券会社に

お問い合せください。本資料に提供している情報は、特に記載

のない限り、証券取引法又は投資信託及び投資法人に関する

法律に基づく開示書類又は資産運用報告書ではありません。

日本ビルファンド投資法人及び日本ビルファンドマネジメント

株式会社は、本資料で提供している情報に関して万全を期し

ておりますが、日本ビルファンド投資法人又は日本ビルファンド

マネジメント株式会社が作成した情報であるか又は第三者

から受領した情報であるかを問わず、その情報の正確性、

妥当性及び完全性を保証するものではありません。

本資料に記載された情報のうち、過去又は現在の事実に関す

るもの以外は、本資料の作成日において入手可能な情報に

基づいてなされた日本ビルファンド投資法人又は日本ビル

ファンドマネジメント株式会社がその仮定又は判断に基づいて

行った将来の予想に関する記述です。将来の予測に関する

記述は、本資料作成日における日本ビルファンド投資法人の

投資方針、適用法令、市場環境、金利情勢、実務慣行その他

の事実関係を前提としており、本資料作成日以降における

事情の変更を反映又は考慮しておりません。将来の予測に

関する記述は、明示的であると否とを問わず、既知のリスクの

不確実性又は未知のリスクその他の要因を内在しており、

日本ビルファンド投資法人の実際の業績、経営結果、財務

状況等はこれらと大幅に異なる可能性があります。

本資料の内容は、予告なしに変更又は廃止される場合があり

ます。日本ビルファンド投資法人及び日本ビルファンドマネジ

メント株式会社は、本書の内容（将来の予想に関する記述を

含みます。）更新又は公表する義務を負いません。

日本ビルファンド投資法人及び日本ビルファンドマネジメント

株式会社の事前の承諾なしに本資料に記載されている内容

の複製・転用などを行うことを禁止します。

なお、本資料は日本の居住者が利用するために作成された

もので、その他の国の居住者を対象とするものではありません。
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第第1010期決算概要期決算概要

決算ハイライト（当期の実績および業績予想）

１．損益計算書

実実 績績 業績予想業績予想

第第1010期期
（（06/1/106/1/1～～06/6/3006/6/30））

第第1111期期
（（06/7/106/7/1～～06/12/3106/12/31））

第第1212期期（参考）（参考）

（（07/1/107/1/1～～07/6/3007/6/30））

前期比前期比

営業収益営業収益 24,307 百万円 25,701 百万円 25,739 百万円+4,944 百万円 +25.5  ％

営業利益営業利益 11,685 百万円 11,335 百万円 11,473 百万円+2,904 百万円 +33.1  ％

当期純利益当期純利益 9,850 百万円 9,398 百万円 9,449 百万円+2,645 百万円 +36.7  ％

11口当り分配金口当り分配金
19,391 円 18,500 円 18,600 円+2,345       円 +13.8  ％

業績予想（06/2/24）18,600円に対し +791 円業績予想（06/2/24）18,600円に対し +791 円

発行済投資口数発行済投資口数（期末）（期末） 508,000 口 508,000 口 508,000 口

物件数物件数（期末）（期末） 55 棟 55 棟 55 棟

稼働率稼働率（期末）（期末） 98.7 ％ 98.8 ％ 98.9 ％

売却額 23.7億円大手前センタービルディング物件売却物件売却

310億円

203億円

ＮＢＦプラチナタワー

新川崎三井ビルディング

物件取得物件取得

433億円

301億円

185億円

144億円

38億円

西新宿三井ビルディング

ゲートシティ大崎

虎ノ門琴平タワー

信濃橋三井ビルディング

パレール三井ビルディング

取取 得得

譲渡額 910億円ＪＦＥビルディング譲譲 渡渡交交 換換

⇒期末資産規模（取得価格ベース） 55棟：6,248億円

2006/3/16,29払払 込込 日日

86,937 百万円オファリング総額オファリング総額

1,019,200 円発発 行行 価価 格格

85,300 口発発 行行 口口 数数Â概 要

Â期末ＬＴＶの状況

Â長期固定借入
の継続

当期の投資口発行（増資）当期の投資口発行（増資）

財務の状況財務の状況

当期の物件取得他当期の物件取得他

期限10年（200億円）、12年（100億円）、7年（20億円）

⇒期末長期固定有利子負債比率 89.3％

41.0%
（有利子負債＋運用している敷金相当額）／総資産



4

２．ＮＢＦの第２フェーズ２．ＮＢＦの第２フェーズ

2001年

2006年

2011年2011年
第
２
フ
ェ
ー
ズ
の
基
本
認
識

第２フェーズへ向けて

第
１
フ
ェ
ー
ズ
の
振
り
返
り

Â足元の景気回復を確実に捉えて運用力を発揮する「5年」

Âスタートは増額賃改が成長の主軸

Â第１フェーズで築いた「規模・質」で勝るポートフォリオが更なる外部成長の機会を生む

Â金利上昇局面には盤石な財務基盤で堅守

Â規模拡大や社会的要請の変化に対応した、運用体制・コンプライアンス態勢の強化で
信頼に応える

ÂＪ－ＲＥＩＴ最大の資産規模
＊取得価格ベース：所期目標5,000億円に対して6,248億円

ÂＪＦＥビルディングの交換の実施等により優良なポートフォリオを構築

Â高い長期固定有利子負債比率と保守的なＬＴＶ水準の実現

Â10期にわたるトラックレコードの積み重ね
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資産規模 財務基盤

優良な資産取得による

資産規模の拡大

（中長期的に１兆円を目指す）

投資主価値の
拡大

安定的な財務基盤の

維持・強化

※「平常時の分配金水準」とは、不動産売却損益、

不動産購入時の初年度の固定資産税・都市

計画税の簿価計上等の影響を除いた、不動産

賃貸収入に伴う利益に基づいた一口当たりの

分配金水準のことを表わします。

第2フェーズは

①収益性

②資産規模

③財務基盤

④信頼関係

⑤分配金

の５つの成長と強化により

投資主価値の拡大を目指します

２．ＮＢＦの第２フェーズ２．ＮＢＦの第２フェーズ

NBFの基本方針 （５つの成長と強化）

収益性

ポートフォリオの

収益力の強化

信頼関係

投資主との長期的かつ

良好な信頼関係の

維持・強化

※
平常時の分配金水準

の中期的な引き上げ

分配金
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２．ＮＢＦの第２フェーズ２．ＮＢＦの第２フェーズ

ＮＢＦの運用方針

①内部成長

『『充実したポートフォリオ充実したポートフォリオ』』のポテンシャルをのポテンシャルを

最大限に発揮最大限に発揮

②外部成長

『『３つの優位３つの優位』』を新たな次元でフル活用を新たな次元でフル活用

「規模」「規模」・・「情報」「情報」・・「ノウハウ」「ノウハウ」の優位の優位

③ファイナンス

引き続き保守的なファイナンス政策を目指す引き続き保守的なファイナンス政策を目指す

④運用体制・コンプライアンス態勢

規模規模拡大拡大や社会的要請の変化にや社会的要請の変化に

対応対応しうる態勢の強化しうる態勢の強化

中期的な分配金水準の引き上げ中期的な分配金水準の引き上げ
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11.1％
マーケット賃料
以上の契約

31.6％
首都圏
（２３区除く）
＋地方 68.4％

東京23区

40.8％2008年
6月末までに更新
される契約

29.7％
マーケット賃料
未満の契約

6.5％
マーケット
賃料未満
の契約

2008年7月以降に
更新される契約

27.6％

3.2％
2008年7月以降に
更新される契約

21.9％
マーケット賃料
以上の契約 28.4％

３．内部成長３．内部成長

既存テナントの賃料上昇

①第10期（06/1/1～06/6/30）増額賃料改定の実績

月額賃料月額賃料 ５５,,９６８９６８ 千千円円
賃貸面積賃貸面積 約約 14,200 14,200 ㎡㎡

②第10期末賃貸借契約の状況（賃料ベース）

２７件２７件

③増額賃料改定の余地

５百万円/月８百万円/月１３百万円/月増額賃料改定の余地

２５件２４件４９件
マーケット賃料※未満の

契約更新件数

１１７件３４件１５１件契約更新件数

首都圏
（２３区除く）

＋地方
東京２３区合計

６百万円/月４５百万円/月５１百万円/月増額賃料改定の余地

４６件５６件１０２件
マーケット賃料※未満の

契約更新件数

２０５件９９件３０４件契約更新件数

首都圏
（２３区除く）

＋地方
東京２３区合計

更新更新期が２年以上先の契約期が２年以上先の契約

３０．８３０．８％％

増額増額改定改定余地がある契約余地がある契約

３６．２３６．２％％

2008年6月末までに
更新される契約

【第11期：06/7/1～06/12/31】

【第12期：07/1/1～07/6/30】

※2006年4月時点
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３．内部成長３．内部成長
大和生命ビル

大和生命ビル全景

④大和生命ビル～ＮＢＦ旗艦物件～

共用部共用部リニューアルリニューアル

ＮＢＦＮＢＦビジョンの設置ビジョンの設置

4.08％4.08％
2006年6月末時点（契約ﾍﾞｰｽ）

■■NOINOI利回り（基準年度利回り）利回り（基準年度利回り）

賃料増額賃料増額改定改定の実施の実施

新規入居増額効果新規入居増額効果

3.52％3.52％
取得時2005年10月20日
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４．外部成長４．外部成長

取得マーケット

競合構造

ü不動産投資の透明性・流動性向上 など

Â リスクプレミアム低下

ü競合増加・資金枠増

相場（キャップレート）

①投資環境と投資スタンス

Â 目利き

ü長期的視点で物件力（賃料）を見極め

Â 金利動向

・現在の投資環境の下でも厳選投資を継続

・将来の成長基盤確保と存在感の拡大を図る

Â 取得競争

ü金利上昇を想定

投資スタンス

ü減損・含み損処理一服、景気回復

担保価値UP、売買過熱化

⇒資産処分様子見ムード
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４．外部成長４．外部成長
第１０期コミット物件 名古屋広小路プロジェクト

①「第２フェーズスタートの象徴」 となる物件

（南東方向からのCGイメージ）

規模の優位性規模の優位性

隣地と既存物件のバリュー隣地と既存物件のバリューUPUPを同時に実現を同時に実現

開発上の実質的意思決定・既存テナント対応開発上の実質的意思決定・既存テナント対応

いわゆる開発リスクを適切に回避いわゆる開発リスクを適切に回避

ノウハウの優位性ノウハウの優位性

開発におけるテナントリーシングリスクをとり、

優良な投資機会を獲得

開発におけるテナントリーシングリスクをとり、開発におけるテナントリーシングリスクをとり、

優良な投資機会を獲得優良な投資機会を獲得

情報の優位性情報の優位性

既存ビルの隣地の売却情報を的確に把握・加工既存ビルの既存ビルの隣地隣地のの売却情報を的確に把握・加工売却情報を的確に把握・加工

Âア イ デ ア

Â実 行 力

Âﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

※本物件（ＮＢＦ名古屋広小路ビル増築プロジェクト。以下 「本増築部」 といいます）は、現時点では建築確認申請前であり、

今後、建築確認通知受領ののち、売主と売買契約等を締結する予定です。
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４．外部成長４．外部成長

Â 敷地図

・既存ビルとの一体化で上記問題を解決

・既存ビルも大型化

単独開発

増築アイデア

Â 基準階平面図

増築前 増築後

約4,500坪約3,400坪延床面積

約 340坪約 240坪基準階専有面積

増築前 増築後

既存ビル既存ビル

本本増築部増築部

広小路通り

・接道 （メインエントランス）

・規模 （基準階専有面積約７5坪）

全体として大幅な全体として大幅な

物件競争力・収益力（＝賃貸条件）向上物件競争力・収益力（＝賃貸条件）向上

の劣位

②バリューアップの実現

第１０期コミット物件 名古屋広小路プロジェクト

既存ビル本増築部
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５．財務戦略５．財務戦略

安定した財務運営

22,598 百万円運用している敷金相当額

260,098 百万円合計

41.0％総資産負債比率

237,500 百万円有利子負債残高

ＬＴＶ４０％～５０％をターゲットとし、最大６０％を上限
の目途とします

長期固定有利子負債比率について、８０～９０％を

当面の目標とします

Â返済期限の分散 （23ページ参照）

Âリファイナンスリスクの軽減
15行による総額300億円・期間3年のコミットメントラインを設定

Â調達先の拡大（24ページ参照）
2006年6月末：28社

Â調達手段の拡充
①公募投資法人債

・公募投資法人債の発行登録枠（2,000億円）を設定

・発行残高200億円

②敷金リリース

・預り敷金の有効活用（22,598百万円）

1.57％長期借入金・投資法人債

1.52％全体平均

5.94年長期有利子負債の平均残存年数

0.48％短期借入金

＜参考：平均調達コスト･･･2006年6月末現在＞

機動性を重視した無担保・無保証のコーポレートファイナンスを

活用し、物件取得における優位性の確保を目指します

Ｓ＆Ｐ

Moody's

R＆Ｉ

LTV（総資産負債比率）のターゲット

長期固定有利子負債比率のターゲット

資金調達の安定性

良好な格付の維持

１１１

２２２

３３３

４４４

89.3%長期固定有利子負債比率

※1年以内に返済、及び償還予定の借入金、投資法人債は除きます。

2006年6月末現在

①ファイナンスの機動性

②財務の安定性

： A 、短期会社格付 ： A-1

： ポジティブ

： A2

： ポジティブ

： AA-

2006年6月末現在

長期会社格付

ア ウ ト ル ッ ク

発 行 体 格 付

ア ウ ト ル ッ ク

発 行 体 格 付
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Ａ ｐ ｐ ｅ ｎ ｄ ｉ ｘ
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投資主価値の拡大

投資家

ＮＢＦの運用目的

資 産

財 務 運用体制

テナント
テナント

財 務 運用体制

経営理念

経営戦略

コンプライアンス

信信 頼頼

優良なポートフォリオ カスタマーサティスファクション

ホスピタリティ

低コストの資金調達力 運用ノウハウの蓄積

リスク管理

ＡｐｐｅｎｄｉｘＡｐｐｅｎｄｉｘ
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安定成長・安定配当の軌跡

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成13年

5月23日

（運用開始時点）

平成13年

12月末

平成14年

6月末

平成14年

12月末

平成15年

6月末

平成15年

12月末

平成164年

6月末

平成16年

12月末

平成17年

6月末

平成17年

12月末

平成18年

6月末

0

100

200

300

400

500

600

700

19,026 16,003 16,253 15,367 14,582 17,291 16,893 17,046 19,39115,185
1口当たり

分配金（円）

取得価格
（億円）

90.0

100.0
稼働率(%)

247.687

277.045

303.486
322.344

340.497
358.940

419.511

460.901

488.323

578.243

670.249

1,921億円

2,265億円
2,460億円

2,602億円
2,760億円

2,856億円

3,361億円

3,938億円
4,141億円

5,393億円

6,248億円

96.9% 97.5% 97.4%
95.0% 94.8%

92.3%

97.7% 97.5%
98.1% 98.1% 98.7%

総賃貸可能面積
(千㎡）

22棟 24棟 26棟 28棟 29棟 33棟 43棟 43棟 47棟 52棟 55棟

取得価格

東京都心部

東京周辺都市

地方都市部

稼働率

総賃貸可能面積

ＡｐｐｅｎｄｉｘＡｐｐｅｎｄｉｘ

2001年
5月23日

（運用開始時点）

2001年
12月末

2002年
6月末

2002年
12月末

2003年
6月末

2003年
12月末

2004年
6月末

2004年
12月末

2005年
6月末

2005年
12月末

2006年
6月末
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質の高いポートフォリオ

33.2% 31.9%
20.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

第1期末 第8期末 第9期末 第10期末

テナント上位10社賃貸面積の総賃貸面積に対する割合

テナントリスクの分散

物件集中リスクの分散

三井不動産㈱を除く

9社の場合

築年数

各物件の各期末における築年数を取得価格で加重平均した年数

ポートフォリオPML

54.3％

37.5％ 39.0％
46.5％

54.0%

31.4% 32.0%
23.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

第1期末 第8期末 第9期末 第10期末

14.6%
20.4%

88.5%
79.7% 74.3%

59.8%

25.5%
11.5%

5.7%
5.4% 14.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

第1期末 第8期末 第9期末 第10期末

10年超の物件

5年超10年以下
の物件

5年以下の物件

17.70年 17.00年 16.38年 12.86年

4.84.8％％

3.63.6％％
3.83.8％％

3.13.1％％

第1期末 第8期末 第9期末 第10期末

上位3物件の取得価格の合計に対する割合

ＡｐｐｅｎｄｉｘＡｐｐｅｎｄｉｘ
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ＣＳ施策

ワーカーへの館内お知らせツール、

季節感演出ツールとしても役立てて

いる

「「ELVELVかご内掲示板」の設置かご内掲示板」の設置 絵馬イベントの実施絵馬イベントの実施

展示物キャラバンの展開展示物キャラバンの展開 七夕イベント七夕イベント

正月恒例の絵馬イベントを計12物件

で開催し、お年玉つきアンケートも

併せて実施

その他その他

うちわの配布
2006年7月、NBFオリジナルうちわを

作成し、配布
「NBFコンサート」の実施

恒例のNBFコンサート、フルート

カルテットによる演奏を実施

「貸し出し傘」の実施
梅雨時期のワーカー利便性向上を

目的として実施

日本の四季をテーマとした、

写真パネルをビルのロビーへ掲出

計10物件を対象に笹飾りを用意し、

短冊に「願いごと」を記載いただいた。

短冊は神社に奉納

CSアンケートの実施
2006年6月、各テナント担当者の方へ

アンケートを実施

ＡｐｐｅｎｄｉｘＡｐｐｅｎｄｉｘ
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60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

稼働率

(％)

400

450

500

550

600

650

700

賃貸可能面積

(1,000㎡単位)

賃貸可能面積(1,000㎡単位) 488 488 495 548 578 578 578 578 573 634 670 670 670 

東京都心部(%) 99.9% 99.8% 99.8% 99.8% 99.3% 99.3% 99.5% 99.4% 99.4% 99.4% 99.7% 99.6% 99.4%

東京周辺都市部(%) 95.0% 95.3% 96.3% 96.0% 96.3% 96.2% 96.8% 96.9% 97.1% 97.7% 97.9% 98.1% 98.3%

地方都市部(%) 96.6% 96.5% 96.7% 96.5% 96.2% 96.5% 96.2% 96.5% 96.1% 97.0% 98.0% 97.6% 97.5%

合計(%) 98.1% 98.0% 98.3% 98.1% 97.9% 97.9% 98.1% 98.1% 98.1% 98.5% 98.9% 98.8% 98.7%

05.6末 05.7末 05.8末 05.9末 05.10末 05.11末 05.12末 06.1末 06.2末 06.3末 06.4末 06.5末 06.6末

エリア別稼働率

ＡｐｐｅｎｄｉｘＡｐｐｅｎｄｉｘ
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2006年6月末ＮＢＦ物件稼働率 2006年6月末日マーケット稼働率(出所：株式会社生駒データサービスシステム)

ＡｐｐｅｎｄｉｘＡｐｐｅｎｄｉｘ

マーケット別稼働率比較（①東京都心部）

※ＮＢＦプラチナタワー、中目黒ＧＴタワー、NBF高輪ビルについてはマーケットデータが無いため、近傍地域のマーケットデータを参考に掲載しています

東東 京京 都都 心心 部部
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2006年6月末ＮＢＦ物件稼働率 2006年6月末日マーケット稼働率(出所：株式会社生駒データサービスシステム)

ＡｐｐｅｎｄｉｘＡｐｐｅｎｄｉｘ

マーケット別稼働率比較（②東京周辺都市部・地方都市部）

※ISTビル、新川崎三井ビルディング、つくば三井ビルディング、NBF松戸ビル、ＮＢＦユニックスビルについてはマーケットデータが無いため、

近傍地域のマーケットデータを参考に掲載しています

地方都市部地方都市部東京周辺都市部東京周辺都市部
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※全物件合計では、2006年6月末の面積ベースで、新規成約面積1.6％、館内増床面積0.4％、全部解約面積1.3％となっています。

参 考 ：成約解約事由の傾向 ＜成約事由＞

①事務所新設 38件

②拡大 30件

③その他 7件

④リストラ 1件

＜解約事由＞

①リストラ 20件

②事務所廃止 17件

③その他 3件

④拡大 3件

Âプラス要因（「新設」「拡大」）による成約が多い。

Â特に「事務所新設」による成約が前期比増加（+11件）

Â解約事由では「事務所廃止」による解約が前期比増加（+5件）

東東 京京 都都 心心 部部 東京周辺都市部東京周辺都市部 地方都市部地方都市部
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ＡｐｐｅｎｄｉｘＡｐｐｅｎｄｉｘ

ビル別成解約面積一覧
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※・・・全賃貸面積に占める賃貸面積の割合

2.6%17,441ＮＢＦプラチナタワーアクサ生命保険㈱4

ＮＢＦ小川町ビルディング

四谷メディカルビル

中目黒ＧＴタワー

虎ノ門琴平タワー

2.0%13,135ＮＢＦプラチナタワー㈱日経ＢＰ7

4.3%28,184ＩＳＴビル日本アイ・ビー・エム㈱2

3.4%22,791ＧＳKビルグラクソ・スミスクライン㈱3

ＮＢＦユニックスビル

パレール三井ビルディング

25.6%169,514

ゲートシティ大崎

100.0%661,481全賃貸面積

ＮＢＦ札幌南二条ビル

1.3%8,493興和西新橋ビルＢ棟エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱9

信濃橋三井ビルディング

2.5%16,263新宿三井ビルディング二号館富士ゼロックス㈱5

中野坂上サンブライトツイン

つくば三井ビルディング

渋谷ガーデンフロント

新川崎三井ビルディング

1.3%8,816

ＮＢＦ名古屋広小路ビル

トランス・コスモス㈱8

ＮＢＦ新潟テレコムビル

㈱ＮＥＣファシリティーズ

新日本製鐵㈱

三井不動産㈱

テナント名

1.1%7,483札幌エルプラザ10

2.3%15,333第２新日鐵ビル6

西新宿三井ビルディング1

面積割合
賃貸面積
（㎡）

賃貸物件

（06年6月末）

※

三井不動産㈱

三井不動産は、本投資法人より賃借している西新宿三井
ビルディング、ゲートシティ大崎、虎ノ門琴平タワー、中目
黒GTタワー、四谷メディカルビル、 NBF小川町ビルディン
グ、新川崎三井ビルディング、パレール三井ビルディング、
信濃橋三井ビルディングの面積を転借人に転貸していま
す。

本投資法人が三井不動産から受領する賃料は転借人から
三井不動産が受領する転貸賃料から一定料率の金額を控
除したものとなります。

賃貸面積ベースの主要テナント上位10社
ＡｐｐｅｎｄｉｘＡｐｐｅｎｄｉｘ
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有利子負債返済期限の分散状況（2006年6月末）
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ＡｐｐｅｎｄｉｘＡｐｐｅｎｄｉｘ
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調達先一覧

（百万円）

三井住友銀行 5,000               -                     

中央三井信託銀行 5,000               -                     

三菱東京UFJ銀行 5,000               -                     

新生銀行 5,000               -                     

福岡銀行 4,000               2 ,000               

みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 4,000               1 ,000               

第四銀行 4,000               -                     

八十二銀行 3,000               2 ,000               

中国銀行 3,000               1 ,000               

信金中央金庫 3,000               1 ,000               

鹿児島銀行 2,000               1 ,000               

群馬銀行 2,000               1 ,000               

静岡銀行 2,000               1 ,000               

山梨中央銀行 1,500               500                  

山口銀行 1,000               1 ,000               

小　計 49,500              11 ,500              

住友生命保険 25,000              25 ,000              

中央三井信託銀行 25,000              15 ,000              

日本政策投資銀行 24,000              44 ,000              

三井生命保険 11,000              13 ,000              

全国共済農業共同組合連合会 11,000              21 ,000              

明治安田生命保険 10,000              10 ,000              

農林中央金庫 8,000               8 ,000               

日本生命保険 7,000               7 ,000               

住友信託銀行 6,000               6 ,000               

第一生命保険 5,000               3 ,000               

大同生命保険 5,000               5 ,000               

三井住友銀行 3,000               3 ,000               

太陽生命保険 2,000               2 ,000               

三菱東京UFJ銀行 2,000               2 ,000               

常陽銀行 2,000               1 ,000               

伊予銀行 2,000               1 ,000               

小　計 148 ,000            166 ,000            

合　計 197 ,500            177 ,500            

前期末残高
（2005年12月末）

その他
当期末残高
（2006年6月末）

期限一括
無担保・無保証
 同順位・固定金利

返済方法

無担保・無保証
 同順位・変動金利

期限一括

借入金

短期借入金

長期借入金

借入先

ＡｐｐｅｎｄｉｘＡｐｐｅｎｄｉｘ


